蟹江町公共建築物等における木材の利用の促進に関する方針

第１　趣旨

　　この方針は「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律（平成２２年法律

　第３６号）」第９条第１項に基づき、公共建築物等における木材の利用促進に関する愛知

　県の基本方針（平成２４年６月１５日公表）に即して、蟹江町内における公共施設の整

　備において、県産木材をはじめとする木材の利用促進を図るために必要な事項を定める。

第２　目的

　　町内の公共建築物等への木材利用の促進を通じて、木のもたらす安らぎとぬくもりの
　ある快適な公共空間を町民に提供し、一般建築物等への木材の需要拡大を図るとともに

県内の森林の適正な整備・保全・木材自給率の向上に資することを目的とする。

第３　木材の利用の目標

　１　公共施設等における木材の利用

　　　当町が整備する公共建築物かつ広く町民の利用性が高い建築物で、新・改築するものにおいて、次に掲げるものを除き可能な限り木材の利用を検討する。

（1） 建築基準法等の法令、施設の設置基準等により木造化が適当でないと認められ

る場合

（2） 施設の用途、安全性、維持管理等を考慮して木造化が困難と認められる場合

　（３）　他の工法と比較して著しく建築費用を要する場合など木造化が困難と認められ

る場合

　（４）　その他建築物の木造化が困難と認められる場合

　２　備品及び消耗品
　　　町が使用する備品及び消耗品については、木材を原料としたものの利用に努める。
　３　公共施設等において利用する木材
　　　町が行う公共施設等の整備において使用する木材は、原則として国産木材を使用するものとし、尚且つ愛知県産材が利用できる場合は、優先的に愛知県産材を利用することに努めるものとする。
第４　木材利用の普及に関する事項

　１　木材利用の普及
　　　町は、公共施設等の木材利用において、広く町民の利用に供される公共の場で木材

　　を利用することの効用を十分に理解し、木材利用の普及につながるよう心がける。

　２　木材利用の情報提供
　　　町は、木材の適切な供給確保を図るため、国・県及び地方公共団体以外の公共施設
　　等を整備する者、木材製造者、その他関係機関及び木材利用に努める設計者等と相互

　　に連携し、県産材をはじめとする木材の需要と供給に関する情報の共有化に努めるも

のとする。
　附　則
この方針は、平成２５年２月１日から適用する。

